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第1章 計画策定概要 
 計画の背景・⽬的 

白井市の公共交通は、鉄道として北総線が市内を東西方向に運行しており、民間事業者によ

る路線バスやタクシー、行政によるコミュニティバス「ナッシー号」が運行し、都心などへの通

勤・通学、市内や隣接市への買物や通院の足として、それぞれが市民にとって欠かせない移動

手段となっています。 
一方で、公共交通をとりまく環境は厳しさを増してきており、自家用車の普及や人口減少、

少子高齢化の進展などにより利用者が減少し、サービスの縮小や低下が懸念され、公共交通の

維持・確保が大きな課題となっています。 
白井市においても、千葉ニュータウン区域では同世代が一斉に入居したことから、今後、高

齢化が急速に進展することが見込まれるほか、交通空白地域が点在することや隣接市に商業施

設が集中するなどの地理的条件から自家用車に依存した生活が市民に定着している側面もあり、

公共交通の利用者の減少がますます懸念されます。 
また、コミュニティバスは、高齢者等の交通弱者の移動手段の確保、交通空白地域等の解消、

公共施設の利用促進を目的として市内全域をカバーするよう運行し、一定の利用者を確保して

いますが、網羅性を重視してきた結果、１ルート当たりの所要時間が長く、速達性に欠け、運行

頻度が低いなど利便性が十分ではない状況がみられます。さらに、路線バスのルートと重複す

る区間があり、市内全体の公共交通ネットワークとして効率性の課題があったため、令和３年

（2021 年）８月にルート及びダイヤの改正を行いました。 
このような中、白井市第５次総合計画では、重点的な取り組みの１つに「拠点がつながるま

ちづくり」を掲げ、白井駅周辺の中心都市拠点、西白井駅周辺の生活拠点を中心として、各地域

の大小さまざまな拠点を公共交通で結び、拠点間の移動の利便性を高めるなど、高齢化社会の

中にあっても、まち全体の活性化を図り、持続可能なまちづくりを実現しようとしています。 
こうした状況を踏まえ、限りある交通資源の効率化を図り、関係者との役割分担と協力のも

と、まちづくりと一体となった持続可能な公共交通ネットワークを形成するとともに、地域公

共交通の活性化を推進するため、平成 30 年（2018 年）3 月に計画期間を令和４年（2022 年）

までとする本計画を策定しました。 
しかしながら、令和元年度（2019 年度）からの新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響

で公共交通の利用者が減少しており交通需要の分析や予測を行うことが厳しい状況であること

から本計画の計画期間について、上位計画となる白井市第５次総合計画後期基本計画期間の終

期と合わせて令和７年（2025 年）度まで延長し、計画期間内に優先して取り組む事業や新たな

課題を踏まえて取り組むべき事業を関係者と協議を重ね、実施可能なものから順次取り組んで

いくこととします。 
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※SDGs との関係性 

SDGs とは、2015 年 9 月の国連サミットにおいて全会一致で採択された国際社会の共通目標

であり、日本を含む 193 カ国の合意により採択された国際社会全体の共通目標です。持続可能

で多様性と包摂性のある社会の実現に向けて、2030 年を年限とする 17 の目標(ゴール)と 169
のターゲットから構成されています。本市においても、SDGs の目標達成につなげることを踏

まえ各種の事業に取り組んでいます。 
 

 
2019 年 12 月に国が策定した SDGs アクションプラン 2020 では、公共交通の分野において

も、政府の進める具体的な取り組みの１つとして、「新たなモビリティサービスである MaaS
（注 1）の全国への普及を図り、地域や観光地の移動手段の確保・充実や公共交通機関の維

持・活性化等を進める。」と掲げている。 
（注 1）MaaS（マース：Mobility as a Service）とは、地域住民や旅行者一人一人のトリップ単位での移動ニーズに対応

して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスであり、

観光や医療等の目的地における交通以外のサービス等との連携により、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要

な手段となるものです。 
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 公共交通に関する課題 

(１) 地域 現状  ⾒ 課題 

① 将来の人口減少及び少子高齢化への対応 

少子高齢化の進展や、それに伴う人口減少により、公共交通利用者の増加が見込めず、サ

ービスの低下が懸念されます。 

② 新型コロナウイルス感染症による公共交通利用者の減少（追加） 

2020 年 1 月に国内で初めて新型コロナウイルス感染症の感染者が確認され、人々の移動制

限から公共交通の利用者は急激に減少した。その後ワクチンの普及等から人々の移動は戻り

つつあるが働き方の変化等からコロナ禍が収束したとしても公共交通の利用者は、コロナ禍

前の水準には戻らないとする意見が多い。 

③ 地区特性に応じた交通の必要性 

市内には在来地区、昭和 54 年に街開きした千葉ニュータウン地区や近年の開発地区があ

ります。地区により世帯や年齢の構成、主な移動先や利用する交通手段に違いがあるため、

それぞれの地区の需要に対応した交通サービスの充実が求められます。 

(２) 公共交通 現状  ⾒ 課題 

① 公共交通機関の役割分担が不明確・非効率 

各公共交通機関の役割が明確でないため、路線バスとコミュニティバスの重複区間が多い

など、公共交通ネットワークが分かりにくく、効率的となっていない状況があります。 

② 公共交通機関同士の交通結節機能が不十分 

鉄道とバス、バス同士といった公共交通機関相互の結節機能が十分とは言えない状況であ

り、他の公共交通手段への円滑な乗り継ぎといった利便性が低くなっています。 

③ 公共交通空白地域の存在 

駅やバス停から離れた交通空白地域が市内に残っており、公共交通の利便性が低い地区が

存在しています。 

(３) 市⺠ 移動実態調査  ⾒ 課題※平成 30 年（2018 年）計画策定時調査 

① 高い自動車の依存度 

自家用車の依存度が高く、将来の地域公共交通の持続性が懸念されます。 

② 鉄道・バスサービスへの不満 

鉄道の運賃・本数やアクセス特急への接続、バスの運行本数や行先・経路への不満があ

り、市民ニーズや利用実態、官民の役割分担、採算性等を踏まえた見直しが望まれていま

す。 

③ 交通環境の整備 

将来的な移動の不安を抱えている人が多く、市民（特に高齢者）の公共交通需要に備えた

交通環境の整備（屋根やベンチ等）や運賃面でのサービスが望まれています。 
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 高齢者や障がい者、また市への来訪者など、だれにとっても安全安心で利便性の高い地域公共

交通となるよう、使用する車両などの検討や交通結節点などでの待ち合い環境の整備を実施しま

す。また、スムーズに公共交通を利用できる環境の形成を推進し、利用者の確保を図ります。 
 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

※新型コロナウイルス感染症による新しい生活様式等により利用者が減少していることから目標値を下方修正しています。 

 
 

過度な自家用車依存を抑制し、普段公共交通を利用しない人でも、公共交通が日常生活におい

て移動手段の一つとして認識されるよう、行政、市民、交通事業者それぞれが協力して利用の意

識を高める取り組みを進めます。また、各交通手段のルートや乗り方などの分かりにくさが原因

で公共交通の利用が敬遠されることのないよう、分かりやすい情報を提供し、公共交通の利用を

促進します。 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 
 
 
 ※計画期間延長するに当たり、「優先」・「強化」項目を重点的に取り組むことで目標値を８項目以上としています。 

対応方針３  だれもが安全安心で利用しやすい公共交通環境を提供する 

対応方針４ 行政・市民・事業者の協力による公共交通利用の促進 

市民 

～公共交通の利用促進～ 

★公共交通の積極的な利用 

★公共交通利用啓発活動への 

参画・協力 

行政 

～公共交通の利用啓発・情報発信～ 

★市民への利用啓発 

★公共交通利用のきっかけづくり 

★分かりやすい情報提供 

交通事業者 

～安全・安心なサービス提供～ 

★安全なサービスの提供 

★利用しやすいサービスの提供 

★情報提供の充実 

目標３ 公共交通の利用者の確保 
 平成 32 年（2020 年）以降、人口の減少が見込まれていることに加え計画当初、想定されて

いなかった新型コロナウイルス感染症の影響により公共交通(バス・鉄道)の利用者が減少してい

ることを踏まえつつ、今後の利便性の向上を推進することを加味して、計画終了年度である令和

7 年度（2025 年度）時点の利用者の目標値を再設定する。 

≪指 標≫ 公共交通（バス）の市内運行系統の年間利用者数 

 

 

≪指 標≫ 公共交通（鉄道）の市内駅の年間利用者数 

 

 

目標４ 公共交通利用促進活動の実施及び強化 
 公共交通の利用増加に資する既存の取り組みを強化するとともに、新たな取り組みを 

実施します。 

≪指 標≫ 公共交通利用促進事業の取り組み項目数 

 

 

 

※事業 7（P18）に掲げる強化項目 

 
【各年度の取り組み状況】 

取り組み項目 H30 R3 

（強化）公共交通の学習内容の拡

大、充実 ○ ○ 

（強化）分かりやすい市内公共交

通マップなどの充実 ○ ○ 

（強化）沿線自治体等と連携した

鉄道の利用促進活動の推進 ○ ○ 

企画乗車券の検討 - ○ 

 

バス 目標値 実績値 

策定時 140 万人 127 万人 

延長時 100 万人 92 万人 

 

鉄道 目標値 実績値 

策定時 428 万人 408 万人 

延長時 350 万人 323 万人 

 

※実績値については、 

策定時は平成 30 年度（2018 年度）末の状況 

延長時は令和 3 年度（2021 年度）末現在の実績 
 

 

 目標値 実績値 

策定時 5 項目 3 項目 

延長時 8 項目 4 項目 
 
 

※実績値については、策定時は平成 30 年度（2018 年度）末の状況 

延長時は令和 3 年度（2021 年度）末現在の実績 

※P16 から P18 に掲げる優先・ 

強化項目 
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～公共交通の利用促進～ 
★公共交通の積極的な利用 
★公共交通利用啓発活動への 

参画・協力 

行政 

～公共交通の利用啓発・情報発信～ 
★市民への利用啓発 
★公共交通利用のきっかけづくり 
★分かりやすい情報提供 

交通事業者 

～安全・安心なサービス提供～ 
★安全なサービスの提供 
★利用しやすいサービスの提供 
★情報提供の充実 

目標３ 公共交通の利用者の確保 
 平成 32 年（2020 年）以降、人口の減少が見込まれていますが、公共交通の利便性の向上に

より、計画終了年度である平成 34 年度（2022 年度）時点における公共交通（バス・鉄道）の

利用者を拡大します。 

≪指 標≫ 公共交通（バス）の市内運行系統の年間利用者数 

≪目標値≫ １４０万人／年  （現状：127 万人／年 ※平成 27（2015）年度実績） 

≪指 標≫ 公共交通（鉄道）の市内駅の年間利用者数 

≪目標値≫ ４２８万人／年  （現状：408 万人／年 ※平成 27（2015）年度実績 

目標４ 公共交通利用促進活動の実施及び強化 
 公共交通の利用増加に資する既存の取り組みを強化するとともに、新たな取り組みを 

実施します。 

 

≪指 標≫ 公共交通利用促進事業の取り組み項目数 

≪目標値≫ ５項目以上  （現状：3 項目 ※事業 7（P17）に掲げる強化項目） 
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